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駐留軍等労働者に対する返納金債権の回収のための措置について

（通知）

標記について、従前から運用されている事務に関する考え方を下記のとおり

通知するとともに、当該手続等について、駐留軍等労働者の給与及び旅費に関

する事務の取扱いについて（防地協第２０７２６号。令和２年１２月２８日）

５の規定に基づき、別紙のとおり定めたので、併せて管下の職員に周知せら

れ、もって返納金債権に係る事務の円滑な遂行に努められたい。

記

１ 駐留軍等労働者に対する返納金債権の回収は、労働基準法（昭和２２年法

律第４９号）第２４条及び国の債権の管理等に関する法律（昭和３１年法律

第１１４号）の趣旨を踏まえ、労働者の権利保護並びに債権の適切な管理及

び円滑な回収に留意するものとする。

２ 駐留軍等労働者に支払う給与から返納金債権を複数月にわたって控除する

手続については、上記１を踏まえ、駐留軍等労働者の同意を得た上で用いる

ことができる。
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別紙

駐留軍等労働者に対する返納金債権の回収のための措置

１ 駐留軍等労働者の給与に関する返納金債権の回収方法

(1) 返納金債権（国の債権の管理等に関する法律（昭和31年法律第114号）による納

入告知の手続に入る前のものをいう。以下同じ。）の回収については、地方防衛局

又は地方防衛事務所（以下「防衛局等」という。）は債権者としての意思決定及び

確認並びに独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構の各支部（以下「機構支部」

という。）への情報提供を、機構支部は駐留軍等労働者との調整及び防衛局等への

情報提供を行うものとする。

(2) 翌月の給与にて控除する調整がつかない返納金債権については、以下の点に留意

しつつ、翌々月以降の給与から駐留軍等労働者の同意を得て速やかに控除するもの

とする。なお、防衛局等は必要に応じて機構支部と連携して駐留軍等労働者との調

整を行い、円滑な返納金債権の回収に努めるものとする。

ア 返納金債権の給与からの控除は、同一の会計年度内のものに限る。

イ 控除する予算項目は、当該返納金債権と同一の予算項目に限る。

ウ 分割して控除する場合は、駐留軍等労働者の意向を踏まえ、分割の回数及び

控除する金額をあらかじめ防衛局等で決定する。

２ 返納金債権回収のための情報共有

返納金債権の発生抑止と円滑な回収を図るため、防衛局等は、機構支部に対して、

次の各号に掲げる返納金債権の対応状況について、当該各号に定める様式により情報

提供を求めるとともに、防衛局等における返納金債権の対応状況について機構支部に

情報提供し、相互に連携して情報の共有を図るものとする。

(1) 給与からの控除の調整を終えた返納金債権 付紙様式１

(2) 給与からの控除の調整を終えていない返納金債権 付紙様式２

３ その他

防衛局等は、本通知及びその他駐留軍等労働者の給与に関する返納金債権の回収に

ついて疑義がある場合は、地方協力局労務管理課に協議することができるものとする。

以 上



労管 EMP番号 支給基準年月日 区分 契・協 軍 ＦＳ ＵＵ ＣＥ 基本給一般 基本給協定 基本給特調 旧格差給（固定保障） 旧格差給（現給保障）

付紙様式１

　　　　　　　　　　　　　　                          　　令和○○年○○月　給与に関する返納金債権処理状況



旧語学手当（固定保障） 旧語学手当（現給保障） 地域手当一般 地域手当協定 地域手当特調 広域異動手当一般 広域異動手当協定 広域異動手当特調



扶養手当一般 扶養手当協定 扶養手当特調 住居手当一般 住居手当協定 住居手当特調 通勤手当協定 通勤手当特調 単身赴任手当協定 単身赴任手当特調



隔遠地手当一般 隔遠地手当協定 隔遠地手当特調 時間外勤務給一般 時間外勤務給協定 時間外勤務給特調 夜勤給一般 夜勤給協定 夜勤給特調



祝日給一般 祝日給協定 祝日給特調 休業手当一般 休業手当協定 休業手当特調 夜間看護手当協定 夜間看護手当特調 夜間通信手当協定 夜間通信手当特調



○○支部

夜間勤務手当協定 夜間勤務手当特調 特殊作業手当協定 特殊作業手当特調 寒冷地手当協定 寒冷地手当特調



付紙様式２

区分 計 内　一般分 内　協定分 内　特調分 一般 協定 特調 一般 協定 特調 一般 協定 特調 一般 協定 特調 一般 協定 特調 一般 協定 特調 一般 協定 特調 一般 協定 特調 一般 協定 特調 一般 協定 特調 一般 協定 特調 一般 協定 特調 一般 協定 特調

予定

実績

予定

実績

予定

実績

予定

実績

予定

実績

※過払発生理由
１：ペイロール誤記等
２：手当申請関連
３：その他

○○防衛事務所・○○支部

令和○○年度給与に関する返納金債権対応状況等

現年度分過払金額控除予定・実績金額（稼働月）

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月
未回収分

処理状況№ エムプロイ№ 過払確認日 過払項目
過払額（単位：円） 過払発生

理由
対応状況
（機構支部）

対応状況
（防衛事務所）

回収済分

区分


